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「一平成22年度税潜駐大詰切�  j 
平成� 21年� 12月22 B 麗議決定

第� 3主主 各三区袈課題の改革の方向性

l.納税環境後備

(1)納税者権利憲章(仮称)の制定

「代表なくして課税なし」の言言葉に象徴されるように、議会制度は税と共に発展してきたといってあ過言ではありま

せんG つまり、議会制民主主義における税のあり方は、あ〈までも税毛主総める主権者たる思決の立場に立って決められ

るべきものです。儀氏主権にふさわしい税総考古構築していくため、納税務の税制上の権利を明書援にし、税鋭への信頼確

保に資するものとして「続税者緩和霊堂霊祭〈仮称)Jを早急に制定します。

紋税務の権制を守るための具体的な改怒として、更正等の期間制限が課税庁からの更IEと納税務からの修正で異なる

点について見資していきます。特に課税庁の増額更正(事後的な納税額の増額)の期賭制限が 3~7年であるのに対し

て、納税寺普からの吏正の請求(事後的な納税額の減額)の期間制限が� l年であることは納税者の恐解な得られにくく、

早急に見夜す必要があります。� 

(2)闘税不服稼判所の改革

税が議会制民主主義の根幹であることな移えれば、個別の課税務案に対して納得できない続税務の主張そ開く� F国税

不服審判所J~;j;、民主主義にとって極めて議裂な機関です。

しかし、鐙税不服審判所の現状は、このま殺事室な役筈uを果たすには十分ではありません。特に、その機銭安楽たすため

に最も議婆な審判官の多〈を塁税庁の出身者がおめていることは問題です。そのほかにも証拠幾類の鴻覧・鯵写が認め

られていないなどの問題があります。

これらの観点から、関税不服審判所の組織や人事のあり方、不服申立前龍主義の見直し、不利益処分の頭出附記など

について、行政不服築資制度全体の見直しの方向者主勘案しつつ、納税者の立場に立って、適正な税務執行が行われてい

ることが国民に明らかになるよう、必要な検討をt行います。� 

(3)社会保障・税共通の番号制度導入

手士会保樟制度とこ税制を 体化し、真に予を幾し伸べるべき人に対する社会保障害主充実させるとともに、社会保薄昔話度

1



の効率化を進めるため、また所得税の公正性をどま良保するために、正しい所得披援体制の環境整備が必要不ilJ欠でサα そ

のために社会保鱒・税共通の番号機度の導入念滋めます。

番号は慕幾年金書番号や住民票コードなどの認符番号?の活用、新たな付議など様々な選択紋が考えられます。付設� m 管

理する主体については、� (4)で詳述する歳入庁が波当で、あると考えます。

以上、徴収とも関連しますが、主として給付のための帯号として号制度設計を進めます。その際は、個人情報保護の観

点が重姿なことは設うまでもありません。� 

(4)歳入庁の設置

年金制度改革と並行して、年金の保険料の徴収せt狙っている� B本年金機構� (2010年� 1月に社会保険庁より改組予定)

を廃止し、その機能主主関税庁に統合、歳入庁主主設緩ずる方向で検討を進めます。

歳入庁は税と社会保険料の賦課徴収を 元的に行いますα 持政の効率化が進み、行政コストも大幅に部減できます。

国民にとっても、税は税務署、保険料は社会保険事務所など別々の場所に線付するそ手間が省けます。

歳入庁は、富税と協が管診する社会保険料の徴収せを行うこととなりますが、溺税と徴収対象や戴課基準が類似の税に

ついて自治体が希3援する場合、地方税等の徴収事務主主受諾することも検討します。� 

(5)罰織の適正化

納税者の税制上の機幸Ijの裏返しとして、納税者には適正に税制上の義務を履行することが求められます。義務な適正

に履行しない納税務に対しては、厳正かっ的確に対処する必要があります。

課税の適正化を図り、税制への信頼を確保するためには、罰則の適正化も援要です。他の経済犯とのバランスなどな

考えながら、罰則の見直し君主行う必要があります。� 

(6)納税環境整備に係る� PTの設置

以上、(1)納税務機利驚窓(仮祢)の制定、 (2) 隠税不服審~J所の改革、 (3) 社会保障・税共通の番号制度導入、 

(4)歳入庁の設授、警察について、具体化を図るため、税務IJ鋳査会の下にプロジェクト・王子一ム� (PT)を設澄します。

特に、(1)� (2) (3) については� 1年以内を包途に結論者をよ診します。

なお、社会保輝・税共i畿の挙手号制度やこれを付番・管濠ずる歳入庁の設置については、税織のみならず、社会保練習得

度も関連することから、税制誠査会の PTと並行して、内顕官涛~家戦略室を中心に、府議横断的に検討を行うこととこ

します。
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納税理携整講iこ関する論点整理〈抄〉
両お税制必持品荷揚議議海部出必おる高指鴇掛恥冶拍治部哲泌都品め活指説波法話泌硝槌総か鎖蹴出ぷ哨お初路建~益泌必ぶ必説泊芯M 語扇窃吾震翠豆君主詑説泌長以泌総泌総泌総説説法グム謀説震õ~画蹴強磁

平成�  22年� 9月� 14日

税制調査会専門家委員会� 

li 納税者権利憲章(仮称)の制定l 
iム強誼
[小黍員会・専門家委員会における議論の緩婆]

o i納税者権奪IJ懇意とは何かjという点について明確な定義はないが、� OECD租税委員会「納税者の権利と義務jプラ

クディス・ノート� (2003年)によれば、「納税者憲章J(Taxpayers' Charter)とは、「納税者の税務に閲する権利・義務

をわかり易い言葉で帯約しかっ説明して、こうした情報を多くの納税者に周知させ現解Eさせようとする試みJと定義さ

れている。� OECDの調査によれば、現在、加盟闇� 30カ国中、「納税者憲章」は� 24カ翻で制定されており、わが器を含

め6カ罷で説定されていないこととされている。

諸外鐙の併を見ると、� f納税者憲章jが法事撃の形式でき議定されている醤もあれば、行政文書として制定2されている雷

もあり、その号事j定形式は必ずしも一様ではない。

「納税者憲章jの形式で規定されているか溶かにかかわらず、税務手続において納税者の権利が実質的に保議されて

いあかどうかが置要である。� 

O 平成� 22年度税制改正大綱においては、納税者権利憲章(仮称)の制定について、「閤民主権にふさわしい税艇を構築

していくため、続税者の税制上の権科を明確にし、税額への鍵頼確保に資するものとして� f納税者権務議議〈仮称)Jj� 

3を早急に制定します。jとされている。� 

O 小委員会の議誌においては、納税者権利憲章(仮称)を早急に制定すべきであるという点について、委鼠の意見はー

致した。ただし、背景となる考え方、制定形式、記載事項等については、様々な意見があった。� 

O なお、専門家委員会の繍輸においては、納税環境の整備に当たっては、納税者の権料保護と課税の公平との遊切なパ

ランスをま鴎ることが重要であるとする意見が数多く出された。� Eまた、最免税者権寿司憲章〈仮称〉については、鱗税者にと

」ヱ"'cのわかり易さを主義視するとともに、結哩*の権利・義務をバランスよく記載すべき、とす手芋耳が多く泌された。
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打納税者権利憲章(仮称)の制定i 
Zι鼠競  
(1} 税務調査手続 

E小委員会・専門家委員会における議論の機饗] 

G 税務縮去の手続については、わが聞においては、各税法に規定が設けられ、一般的に税務職員は、ある税自の調査に

ついて必要があるときは、納税者や、納税者と取引のある第三者等に対して質問し、その帳簿議類その他の物件を検資

することができることと Eきれている。また、実務上、罷査前には、車内税者に対して事前逮知が行われ、議査後i志、委事濃

のない続税者に対しては是認逮匁が行われているが、法律上の規定は存在しない。なお、非違の認められる結税者につ

いては修E申告のしょうようが行われている。

意事基臨においては、調査法制は必ずしも…様ではないものの、課税庁の調査権限の行使について、法律上、事前通知

や調変終了遜知、事前の穏法審査といった手続的規制が設けられている一方、課税庁!こは、通常の裁関・検査権限!こ加

え、法徐上、文書等提出袈求や、具体的名称が不特定の続税者に弱毒する文書提出命令などを行う権綬が付与されるとと

もに、鱗変拒杏等に対する観員IJその他調査の爽効性を担保する捻震が設けられている。 

O 小黍員会の議論においては、調査手続の法遺産備が必要との3意見で一致した。この場合の具体的な法建装備に当たっては、

実務上の開題点や課税の公平性の確保について留意すべきといった意見など、機々な意晃があった。
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i続税者権制憲章〈仮称〉の鱗定 11 
2. :f5.謹 
{2) 理魯附詑 

EJj、委員会・専門家委員会における議論の概要] 

G 課税処分〈更正・決定等〉のま譲治締詑については、わが国においては、行政手続法の不利益処分の規定は適用除外と

され、税法上、脅さ色申告審に対しでは、その帳簿の記載を無授して賀正されることがないことを納税者に保樟する観点

から、更正処分を行うに黙してま援出附記しなければならないこととされている。その他の課税処分については、原処分

段階では理由附記は求められていない。

主要国における理由附記については、必ずしも実態が把握できてはいないものの、課税庁による調査が行われた場合

は、調査終了時又は処分時のいずれかの段階で、法律上又は運用上、想尚附認がな寄れている。 

O 一方、納税者による申告の前憾となる記帳義務・帳簿等保存義務についてみあと、わが舗で[eI;，税法上、白色申告者

の一部には記憶義務・帳簿考察の保存義務がいずれも課されていない。また、記様義務・帳簿等保存義務が課されている

場合でも、その義務違反に対して翻!il.1jは設けられていない。主要理において[eI;，…般的 iこ、事業者iこは票畏IJとして記帳

義務が課されるとともに、申告議操出場まには績簿等保存義務が課され、これらの義務の不履行者に対しては罰殿等が設

けられている。 

O 小委員会の議論においては、議税処分後行う離には、原閣として濃密附記を行うべ5きという点で委員の意見が一致し

た。理由附記を行うべき3主体的な課税処分の範密や記載の程度については、様々な滋見があった。特iこ、白色申告者iこ

対する理由帰記については、記犠義務・犠簿等保存義務の拡大と併せて議論すべ告をとの定意見が出された。

5



i111 番幸樹園
【小委員会・専門家委員会における議論の概要] 

O 現在、番号制度については、平成 22年度税制改正大綱後踏家え、内閣官房国家戦略擦に設けられた「社会保隣・税

に関わる番号制度に閲する検詑会Jにおいて府省横断的な検討が行われており、 rl年以内を回途に結論を巡すJょこと

とされているところ。

同検討会においては、塁震の権利を守るための番号として、社会保態と税動jを一体化し、蕊 iこ手を差し停べるべ~人

に対する社会保梅若を充実させ、国民負担の公正性を担保するとともに、理畏の事ij{更性の向上安部るために必要な按号制

度の導入について検討が進められている。同検討会では、王子成 22若手 6月四日に「中間取りまとめ」を公表し、これに

ついての意見募集手続も終了したところである。

税務の観点から見た場合、利用する番努については、①国民i二怒皆的に付番されていること、母一人一番号が穣傑 2さ

れていること、窃民一良一宮の欝係で利殿できること、④番号が僚で毘えること、が必獲である また、常に最新の住u

所情報が策連付けられていることも泌獲である。 

O 小委員会の識論においては、社会保障の充爽・効率化等の悶民に対して固に見えるメリットが認められ、かつ、ブラ

イパシ一保讃にも十分な配慮がなされるとの前提の下で、番号制度後導入すべき、という点で意見が一致した。

また、課税の適.iE化や、社会保障制度の充実・効率化のためには所得捕捉の精度を向上 Eさせることが必要であり、そ

のためには、現行の法定競蓄の範罷の拡大が必要喜である、という点で意見が一致した。
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r納税者憲章jについて� | 

00ECD報告番� (r続税者の権料と華務J(2003))によれば、� 

.	r納税務憲章� (Taxpayers' Chartω」は、� f納税者の税務iこ鑓ずる権利・義務をわかり易い言葉で饗約しかっ

説明して、こうした構報をより多くの納税者iこ罵知ぢせ理解させようとする試みj と建議ぢれる。

・その性質については、「法令の説明文書〈手引文醤)であって、それ自体は法的な文言撃ではない。…般的iこ、

納税者懇牽は、関鋭法令に合*れているもの以上に権利義務を加えるものではないJとされている。

.*た、基本的な記載事礎部としてl，eI:

(1)続続審の権第IJ ((D情報提供等をど受ける権利、@不援申立の権利、窃正当税額のみそ支払う権利、延長予演j

可能性の確保、母プライパシーの権利、⑤個人情報の保護)、� 

{2鴻内税者の義務(⑦誠実に対応する議務、岳協力畿務、母正確な情報・書類の期損内提出義務、窃詑i隈・

帳糟等保存義務、。期課内納付義務〉、� 

(3)税法上の義務不鰻行の場合に鱗現者が受付うる制裁〈鵠行政上.1flJ事上の制裁措量)、


のf掲げられている。


。現在、� QおCD加霊盤中、行政文書蓄として霊室長制定している躍は、� 30ヶ臨中、� 24ヶ臨となっているく2009

年現在.OECD調べ〉。

7



OECD加盟題における納税者憲撲の制定状況〈主主主題〉

性格(波止i留名 給税者懇意 制定年後。 備最善

カナダ 納税者権利憲章� 1985年 公文書撃
一一一一一

ニニLージーランド 納税者憲章� 1986年 公文書駐
一一一一一一一一一ーーーーー� 

01当初� 1986年に公文書として制定されたものは、� 2003年に事実上廃止。

イギリス 納税者憲章� 1986年 公文言醤� 0200日年・財政i去により、意識の作成・公議の椴拠綴定を創設(2009年� 7月入問

一 一一一w

年� n湾、歳入関税斤{こより慾費量作成剛公岩盤白� 

(j)r控室使、尊重、公正』の� 3大遼念!こ講義づ昔、平Jm奇襲と数務当局それぞれの機事IJ.幾
①総税者憲章 ぐi)2005年 ①公文書欝 軍事をわかぜやすくまとめたもの.2告総量宇� 5J警に納税者委員会!こ提示された後、公

フランス 連医されたe

②議議釜を受� iするま書税者� ot撃� ②� 1告87年 ②公災害撃 電器1容器7年の務署託手続記長の言文:iE1こよ仏総務主語E事会f税務溺変実施主nにi笥憲主主を審議

豹IUご義務iこ箆する霊霊祭� i 害義者壁iこ交付することとされた。

アメリカ 納税者としてのあなたの縫約� 1告88年 公文響
。1988年の税制改正法において‘納税畿の機jf1J等を箆潔iこ説明した戸税文を隊

務長官均f作成・配布することとされた。
「一

アイルランド 納税者憲章� 1曲目9年 公文醤
一一一一一一一一--

スウェーデン 納税者権利憲章� 1996年 公文書
一一一一一一一一一一一一一…

オーストラリア 納税者憲章� 1997~芋 公文書

韓国 納税者権示j憲章�  1997年 公文塗
。理監絞ま基本法� (1997年改正}によ仏関税j守主義憶が慾護軍の綴定、告不及び交付審

行うこととされた。
下一一

ト11.-コ l卸売議権利宣言� 2005年 公文書
山由

オーストリア 納税事雪窓掌� 20.0器年 公文黍

スペイン 納税者権利保薄法� 1998:!;手 法律
一一一一一一一一一一一一一一

イタリア 納税著者権利法・� 2000年 法律

ドイツ なし
一一一一一一一一一一一一

日本 なし

語れた年ではない場合が;v.，る。11こ納税者憲章が制定された若手-eu.，り、よ吉互に示した納税袋詰量殺が事i制定年と!立、告を閣において滋初(注，) 

{注2) 公文響とI立、務殺さ訪露告発畿のもので、総税者の権取l等苦わかりやすくまとめた声明文あるいは法律において幾渓している給税者の簿測を事綴に家とめた公式文書撃をいラ。
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げi蹴査の流れ〈却す)[イ〆ージ]J

準備鵠査(事離の選定)

-申告議書籍の審査、礎科構報の活用(非違の瀦緒を把描)等

-原票日、豪盤通~!l (ただし、二定の考察泌に該当する場合には終予告〉[戸時7
" 

重E撒捌査
.~長簿等の確認、、追諮的な証拠議事類技集唖元副
{納税者等ぺの「質問i及び，� r検査L 官公署等への協力要請等)

、，
-翻査の轄の子融誇等

、� 

G1F違なし〉 。ド途あり)� 

(手堅2J
農箆連盟� i 自主{修正)申告 i保奇)I更蕊・決定処分3

-修正しようよう 1:ifiifzi; ，....重量.. -帳簿議殺を鑓え付けてい

ない場合等は幾iU車税等

9



27 3. 13.こついて〈平i税務謡査の際の事前通知 事務運営指針〉

(趣冨〉

税務調査における事前通知については、昭和 37年 9FJ6B付官総 6-230ほか 5諜共同「税務翻査の際の鱗

税者および擦与税理士iこ対する事議議知についてJ(法令解額通達)に基づいて適切に業経してき宮たところであ

るが、行政の透明性及び統一性の観点から、改めて税務翻資の穣の事前通知についての考え定安整理したもの

である。

「税務調査の際の事前通知についてJ 

1 .税務欝査に際しでは、悪員IJとして、納税者に対し翻驚E碍そあらかじめ通知{事前通知}する。

ただし、事諮i道知を行うことが遜滋でないと認められる次のような場合については、事前通知を行わない。 
φ 業種・業態、資料情報及び渦去の譲査状況等からみて、帳簿審瀬等による申告内容等の適否の議認が閤

難であると想定されるため、事前通知後行わない鱗変{無予告調査l[こより盛りのままの事業実態等を確認

しなければ、申告内容等に係る事実の把握が器灘であると想定される場合

命 事前通知することにより、調査北対する思議・妨害、あるいは帳簿薬類等の椴紫・罷ぺい等が予想され

る場合 
2.なお、事前通知を行うかどうか母、個々の事案に即して、無予告灘査の必酸性を十分に検討して決定し、税

務調査の指令の際!こ指示するととも仁、その事襲を記錦する。
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説法ょの品分iこ対する理畠需詑(現行〉
あ

【漉行の取扱い】� 

O税務当局が行う処分(東正・決定等)については、原則として理由附記は求められていない。� 

0ただし、①税法上、轡色申告者に対する東iE処分などについて、倍男IJに理由附記規定が設けられているとともに、� 

φ3総務上、理由隣詑後行っているものがある。

手足 よ の 長込

山知¥
法 分

課税処 分 徴 収 処

【具体例〕� 

-吏正・決定

-加算税賦課決定

-青色申告皆承認取

洛処分毒事
不和i議総分

【具体例iJ]

-更庄の務主役に対
申請に対する

する拒否処分
処 分

-青色俊氷認申

言者の却下処分毒事� 

【具体例】A 
-督促

-差押え①税法上、漂白阿錆日が求められているもの
-第二次総税豪語〈伊j・7雪fちゃ会者に対する受処分、事寄色
務者への。知申各主義認取務処分等〉
等ー②運用上、渡潟IlIt記を行うこととしてい

るもの

(例:特別な償却方法の承認の般消処分)

がある。

A 

①税法上、滋段Ilf;浪記が求められているもの

(例:予定納税の減額承認申請の却下側岬)

②運用上、現鼠附記を行うこととしてい

るもの

(fyiJ:欠援金の繰戻しによる還付議求に潔

[具体例]

-納税の猶 正和

請の不許可等

自がない の処分)

がある。

分
一
ム

①税法上、理法予付記が求められてい

るもの

〈例:延納・教 車内の許可淑洛処分等)� 

②逮思上、理路 IlIt記を行うこととし

ているもの

(例・納税の現 予のJiiZ消処分等)

がある。� 

ム

①税法上、理組樹認が求められてい

るもの

(例:延納・増 納申請の却下処分等)

②運用上、理由附記号旨行うこととし

ているもの

{例.級事遣の務予や宮警の不許可等〉

がおるe
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記帳義務� :0
記録保梅毒事務。� o 

し宇一一人予三記時間~竺号事 i


{小線機連事君臨望書} 
j続々 響的不殺意量・� 3修業所� i 
i待が300滞� F司以下の者� i 岡崎以外}

簡易か簿記

記帳事事務� :0 ~2犠義務 :0 I~級事事務 :0

I 記録保存事義務� :0 記録録手事事事務� o 誌記事撃事事事事事量務� :0


て議盃磁綴後一 言語きを友達議ぷ忍蕊夜一 議後文言長室長及びo、
.発喜善綴 .現金お紛争襲 芸名後重量!こ話題する奇襲哀
・演者善事長 ・5霊)E望u量食事襲� を?号室主総僚の襲警務方
.豪華霊堂綴 式よむも事護者誌な方法
・画定資E草食機	 により記録し傑存

{注 1) 青色申告側諸ま{昭和25年蔵量生}

7雪色申告を苦手Ij~置は、 S雲寺普22年iこ援照会れまと絡を普紛緩和i震が芸皇室 iこ襲撃書撃するよう、支E童なまま緩によるZ在確な申告をき蓬滋するため、シャウブ勧告を受 iす1亡、緩和25王手 iこ創設

{注 2) 一般的な昔話事長総務、記録保存義務(際紛� 59年館設〉

納税環境ま警備として、一定の白色申告者iニ対する言己犠義務及び記録係干手議務が昭和� 59年iこ創設

(淀3) 青色申告皆者の::1:.な特典

青色申告特JlIJ ](資念事業主事従者絵主控除(1E規の簿記(事業的線機)65万円、その他107J門〉、引当金・準備金、器量級の特例、械部資産の詳憾の特例、所得計算の特191


与の必要縫重量害事入)、終綴失の取扱いの特例、税綴控除の特例、� 3用量豊礎� 3窓等における手意義の特例


{注	 4)記緩害事事義務員撃五誌の棄毒薬

警色ま争各苦言・・・・養手王立正辞告芸員認の葺~ì詩し、警警員IJなし 虫色窓会議・鱒・・全集計警護老語、罰量IJなし

{法的 白色の者葬祭簿記述若宮使罪主

配偶者..幽幽 867宮内 その他の緩族剛・・・� 507J門

記帳義務� :X、

記録保存義務� :X

陸離品企� l
 
f その護軍務!こ喜毒して

作詩草し、きを宮草した事長

事事・3替案棄を保存


3量産、重量夜夜夜警E
本iこ影響普及ぼすー
窃IJ)殺害i影工まま護主主主事
誌の意事長せに主主い言記録
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